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白書1.0 (2022) 白書2.0 (2023) 白書3.0 (2024)

地域特性による国ごとのカーボンニュートラル

（CN）への道すじの違い
国ごとに推進されるCNへの

アプローチと政策構造の違い

地域特性の"違い"

産業連関CNドライバー

政策支援アプローチの"違い"

電気と熱
(ポジティブ・テクノロジーリスト)

価格転嫁/国際連携

技術オプション拡充･見極め/

技術の経済性確保

欧・米・日本が直面するCN技術の

価格転嫁に関する共通課題

Transition

Whitepaper 2024

2024

各白書の目的・議論内容

はじめに
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今回の白書の目的は､（結論ではなく）
余白を残して国際金融の重要なアジェンダの議論のきっかけにすること

1 どのようにすればトランジション技術を金融支援できるか 
(オプションを広げる) 

2 経済性がない事業をどう支援をするか
(スケール化に向けた金融機関の役割)

3 技術のステージに合った政策支援、民間投資の役割が認識されているか

これらの議論を進めていくうえでは、
脱炭素への取組における効果を客観的に測定し新たな価値を見出すことが重要になる

本白書の目的整理
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客観的・中立的な

トレーサブルデータの重要性

3
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技術進展により､宇宙利用は多くの地上ビジネスの価値創出につながっている
（宇宙産業 ≠ ｢宇宙機器産業(ロケット/衛星製造等)｣）

• 削減しているか？

• 排出しているか？

• 吸収しているか？

衛星技術などを駆使した
見える化が新たな“価値”を
見出している

1

2

3

温室効果ガスをどれだけ

P.5

参照

P.6

参照

P.7

参照

通信 金融

エネルギー
行政

トレーディング

衛星観測

人権

衛星データ

農林水産 生物多様性

災害

モビリティ不動産

客観的・中立的なトレーサブルデータの重要性
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❶ “削減”の見える化

GHG排出量

• GHG排出量は、各船会社からの燃料消
費量の自己申告に依存しており、客観性
に改善の余地がある

IMO2でEEXI規制3、
CII制度4が導入

• 欧州が先行して課金制度を導入
（EU-ETSサーチャージ）

• 各船会社は顧客への価格転嫁依頼を
開始

EU-ETS1が
船舶業界へ適用開始

海運業界

燃料消費量 係数

NH3比率

50%

80%

0%

CO2排出量

GHG

• 客観的な観測手法を交えて脱炭素への取組を
ステークホルダーに対して透明性を持って伝える

海運業界の置かれている環境

外部要因

課題

ドローン2

計測器1

衛星3

大

小
NH3燃料船

海運業界におけるGHG排出削減（NH3燃料船の導入）

1.欧州排出量取引制度; 2. International Maritime Organization; 3. 既存船燃費性能規制; 4. 燃費実績格付け制度; 

Source: 日本郵船、  名古屋電機工業、  清水建設、  アークエッジ・スペース、  サンフレム､ MUFGの協働実証

削減 排出 吸収 目的
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LNGバリューチェーンに
おける日韓連携

OGMP12.0等における
MMRV2フレームワーク

❷ “排出”の見える化

1. Oil Gas Methane Partnership; 2. Measurement, Monitoring, Reporting and Verification

Source: 三菱電機、衛星データサービス企画（SDS）、GHGSat、環境省、JAXA、MUFGによる協働実証

• LNGバリューチェーンにおける、
メタン排出管理に向けた
国際的な議論･取組みが進行

②ピンポイント観測で
漏洩詳細を把握

①広域観測で効率的に
漏洩想定箇所を特定

• COP28など世界的にも客観的な
観測手法として衛星データが注目される

• 国際連携に基づく仕組み構築に日本が
能動的に参画する必要性

• 日本の基幹大型衛星と海外の民間小型衛星の連携により
メタン漏洩を①広域観測、②ピンポイント観測

©JAXA

©GHGSat

メタン排出管理の動向LNGプラント・パイプラインのGHG排出モニタリング

外部要因

課題

削減 排出 吸収 目的
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• 世界中で様々な制度が存在
• クレジットの基となるCO2吸収増加量の

評価は各制度で異なるため、ウォッシュに
対するレピュテーションリスクが存在

➌ “吸収”の見える化

• 客観的な観測が可能な衛星データをクレ
ジット制度の評価手法に組込む必要性

• 衛星データを駆使した森林のCO2吸収量の実測
• 信頼性の高いカーボンクレジット創出につなげる

想定対応策

Step 

1

Step 

2

CO2の吸収量を樹木体積
(≒樹幹×高さ×係数) 1で推定

光合成の結果生じる蛍光を観測し
吸収されたCO2を直接測定

1、2を組み合わせ透明性のあるプロセスでクレジットを創出

1.下線項目を衛星データを活用し観測。 「衛星データによる森林カーボンクレジット算定に関する実証業務」（2024-2025年度）をJAXAよりMUFG受託
（衛星データサービス企画（SDS）、三菱電機、Archeda、フォレストバリュー、MUFGによる協働実証）

2.Maxar社の衛星データなどを基に三菱電機及びSDSの協力により作成

衛星データによる評価手法のクレジット制度への組込み森林によるCO2吸収量の観測

外部要因

緑色：森林、 黒色：裸地・水面

©JAXA、METI

光合成の
光を観測 吸

収
量

大

小

O

2007

年
2024

年

(※2)©MAXAR※2

©JAXA

削減 排出 吸収 目的
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衛星利用によりもたらされるアウトカム

とう

今後

衛星データ
（広域・効率的・客観性）

衛星技術が共通の
“モノサシ”を

もたらす可能性

現在

手作業･自己申告

各制度で評価が
統一されていない

モニタリング

GHG削減・
排出・吸収

の評価

衛星データ利活用が
CNへの取組に
透明性を持たせ
経済価値を生む

フェアマーケット創出
への貢献

     投融資の活性化

削減 排出 吸収 目的
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サステナビリティは究極の説明責任

9
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[従来の視点]
自社と直接の取引先だけを見て価格/量/品質/サー

ビスを考え、目の前の顧客を満足させればよかった

[中長期的に持つべき視点]
人口、経済、資源、環境、貧富の差等、あらゆる社会

課題を地球規模全体で俯瞰して、健全な議論を
喚起していくことが求められる

[今求められている視点]
自社を大きなサプライチェーンの一部として位置づけ、

自身を取り巻く環境を統合的に捉えることが求
められる

排出削減
(気候変動)

資源循環
自然・生態系への影響

(自然資本)

～最前線現場までの
働き方(人権)

サプライチェーン変動
の動きに自社の動き
は合っているか？

想像力を働かせて
サプライチェーン全体の
動きは見えているか？

「究極の説明責任追及の旅」

視点・視座を上げ、サステナブルフレーム(排出・気候変動、資源循環､生物多様性、人権 等)をレンズのように用いて、
自分の事業を立体的に捉える、これこそが究極の説明責任の追及

s

"自分の視点" "自分のつむじの上からの視点" "宇宙からの視点"

サステナビリティは究極の説明責任



‹#›
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We speak in 

"UNITED LANGUAGE"
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Appendix: 

宇宙の産業化に向けて
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宇宙1：包括的な”宇宙産業”の定義

これまで：つくる
価値創出 ルール化

電機重工

［凡例］これから：つかう

“宇宙機器産業”

ロケット／探査
拠点・機器製造

衛星
製造

観測

測位・
通信

“宇宙産業”

金融 エネルギー 旅行 農業 行政 建設通信製紙 広告 商社

森林モニタリング船舶モニタリング

GHG観測

ESGスコアリング

iコンスト
ラクション

自動
運転

宇宙
データセンタ・

衛星
インターネット

経路
最適化

スペース
ポート

カーボンクレジット
･サステナブル
ファイナンス

インフラ
モニタリング

安全
保障

スマート
農業

森林管理

観光
資源化

宇宙機器産業と地上の各セクターとの交点に価値が創出され、その総和が“宇宙産業”となる

モビリティ
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宇宙2：宇宙産業の全体像

アップストリーム／探査

宇宙関連機器の製造～打ち上げ 宇宙関連機器から得られる価値の利用

次世代産業インフラの創出 多様な社会課題の解決と新たな価値の創出

ダウンストリーム

訓練

製造・整備

運用

地上インフラ

打ち上げ仲介・流通

観光

エンタメ
宇宙港

衛星

宇宙ステーション

利用

MaaS

インフラ

画像・センサ 通信位置情報 電力供給

地球観測衛星 通信衛星測位衛星 発電衛星

宇宙
クラウドサーバー

エッジ
コンピューティング

軌道上サービス

運用

ロケット／
サブオービタル

輸送・飛行

月・深宇宙探査

製造

学術研究

地方創生

保険

宇宙産業

スマホ 山間地

自動車

航空機

砂漠

医療

素材
都市開発

小売

農林水産 船舶 ドローン

金融

IT

石油・ガス 海上
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宇宙3：宇宙港のポテンシャルとインパクトの最大化

• 投融資の活性化
• 持続可能性の確保

3

人流

製造

インフラ
構築

インフラ維持
街づくり

物流増加

産業
振興

アカデミー

教育
社会価値

地域活性化

波及効果検証
(インパクト測定)

新たな価値創出
多様なステークホルダー

との繋がり

1

宇宙港

インパクト可視化

2

人材育成 社会価値

インフラ 産業･物流
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宇宙4：衛星データ利活用による社会課題解決

労働集約型事業
～インフラ管理 等～

“See the Unseen”
～見えるようになることで価値が生まれる～

排出 吸収

輸送部門のGHG排出
～削減取組や経路最適化～

農業資源
～農業カーボンクレジット～

森林資源
～森林カーボンクレジット～

海洋資源
～生物多様性・ブルーカーボン～

CH4N2O CH4

CO2 CO2

P.98
参照

P.100
参照

経済予測
～消費行動予測や産業レポート～

移動体のGHG排出
～削減取組や健康被害～

工場などのGHG排出
～削減取組や健康被害～

労働集約型事業
～インフラ管理 等～

N2OCO2 CO2

P.99
参照
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宇宙5：産業化に向けた考察

お金が回る仕組みの確保産官学金の連携によるエコシステムの構築

資金調達の規模拡大・手段多様化

国際的なトレンドの把握日本の強みを活かしたポジショニング

日本の優位性と国際的ニーズの接点探索 国際的な投資動向や制度変化の把握

日本の強み

ニ
ー
ズ

官

金産

学

BANK

多様なステークホルダーとの対話を通して情報を統合し、産官学金連携の土台を構築
~ We speak in “UNITED LANGUAGE” ~

BANK



株式会社 三菱UFJ銀行

コーポレートバンキング企画部、サステナブルビジネス部

〒100-8388

東京都 千代田区 丸の内 1-4-5

www.mufg.jp


	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2: 本白書の目的整理
	スライド 3
	スライド 4: 客観的・中立的なトレーサブルデータの重要性
	スライド 5: ❶ “削減”の見える化
	スライド 6: ❷ “排出”の見える化
	スライド 7: ➌ “吸収”の見える化
	スライド 8: 衛星利用によりもたらされるアウトカム
	スライド 9
	スライド 10: サステナビリティは究極の説明責任
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13: 宇宙1：包括的な”宇宙産業”の定義
	スライド 14: 宇宙2：宇宙産業の全体像
	スライド 15: 宇宙3：宇宙港のポテンシャルとインパクトの最大化
	スライド 16: 宇宙4：衛星データ利活用による社会課題解決
	スライド 17: 宇宙5：産業化に向けた考察
	スライド 18

